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１．生活インフラとしての水道事業
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水道インフラの仕組み

4出所：厚生労働省（2024）「水道行政の最近の動向等について」p.6

©Public Management Support Organization

『安心・安全な水を市民に提供する』という水道インフラを維持するため
には、『水源⇒導水⇒取水⇒浄水⇒送水⇒配水』の流れの中の一連の
施設を維持管理・更新投資していくことが不可欠。



和歌山市水管橋の破裂（１／２）

5出所：報告者撮影

©Public Management Support Organization

水管橋とは、水道管が河川などを横断する際に用いられる橋のこと。通
常、水道インフラの提供のために非常に重要な役割を果たす。



和歌山市水管橋の破裂（２／２）

6出所：和歌山市（2022）「六十谷水管橋破損に係る調査委員会」p.2

令和３年10月３日に和歌山市内の紀の川以北地域への唯一の送水
ルートである本水管橋が破断。約６日間、約６万世帯が断水した。
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平成13年７月26日に府営水道の宇治浄水場の導水管が破損。約３日
間、約５万戸が断水した。

府営水道における過去の事故の事例

出所：京都府「府営水道の過去の事故事例」
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能登半島地震後の断水と給水活動の様子



9

能登半島地震とその後の断水継続期間

出所：厚生労働省（2024）「水道行政の最近の動向等について」p.5
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大地震とその後の断水継続期間

出所：厚生労働省（2024）「水道行政の最近の動向等について」p.7



２．水道事業の財政

11



12

公営企業と独立採算

公営企業は、自治体が行う事業（＝公共サービス）でありながら、受益者
が明確なことなどから「独立採算」によることが求められている。そこで、
採算性や経営の持続可能性を図る指標として以下の２つの指標が重視
されている。

指標名 説明 基準

経常収支比率 経常収益と経常費用の割合。収
支がいわゆる「黒字」か「赤字」か
を図る指標。

「黒字」の状態を示す
100%以上であることが
必要

料金回収率 水道の提供に要する経費（給水
原価）が水道料金によってどの程
度回収されているかを示す指標。

水道料金が原価割れし
ないことを示す100％以
上であることが必要

本来、これらの指標をともに100％以上にしていくことが必要。適正な利益確保に
よって水道インフラの持続可能な提供のための投資財源を確保し続けられる

（注）資金不足にならないことは、上記の２つの指標以前に組織体として不可欠なこと。
また、一方で企業債（借入金）残高が増え続けないようにコントロールする必要がある。
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水道事業を取り巻く経営環境（１／２）

人口減少や節水意識・機器の広まり等による水需要の減少

≫収益の柱である給水収益（水道料金収入）の減少

浄水場、水道管などといった固定資産の老朽化が進行

≫老朽化対策として浄水場、水道管などの更新投資による多額の資金需要

南海トラフ地震などの大地震への備えが必要

≫耐震化改修等による多額の資金需要
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水道事業を取り巻く経営環境（２／２）

出所：日本銀行（2025）「企業物価指数(2025年2月速報)」に赤字を報告者追記

企業物価は2020年から
25.3%上昇している
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水道財政の将来像（１／２）

水道料金収入が減少し続ける一方で、経費は増加し続け、赤字幅が拡
大し続ける（経常収支率は低下し続ける）。
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水道財政の将来像（２／２）

「料金回収率」の観点から見て、水道料金収入以外の収益を除外すると、
赤字幅は増大（水道料金を大きく超えて原価がかかる）。
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水道財政の『ワニの口』

収益減少と経費増加によって赤字幅が拡大していく様子が『ワニの口』
に例えられることがあるが、水道インフラの持続可能な提供のためには
ワニの口を閉じることが必要不可欠。そのため、経費節減の取組みを引
き続き行うとともに、使用料改定などによる収益増加策の検討が必要。

経費の増加

収益の減少

経費節減の
取組み

収益増加の
必要性



３．持続可能な水道インフラの提供に向けて
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水道事業の現状と課題
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項目 課題と必要とされる事項

施設や管路への投資

 施設や管路の老朽化に備えた修繕・更新投資が必要

 災害時にも行政サービスを少しでも多く提供できるために
耐震化対応が必要

持続可能な財政
 収益減少と経費増加によって赤字幅が拡大していくことが
見込まれ、経費節減の取組みを引き続き行うとともに、使
用料改定などによる収益増加策の検討が必要。

≫ 『安心・安全な水を市民に提供する』という水道インフラの本来の役割を果たす
ために施設や管路への投資をし続ける一方で、財政の持続可能性を担保する
取組みを行っていく必要がある。

≫両者は両輪の関係であり、財政が悪い状態が続くと、施設や管路への投資が
十分にできず、その結果、 『安心・安全な水を市民に提供する』ことができない
事態にもなりかねないことに留意されたい。


